
最
高
裁
判
所
判
事

深み

や
ま

た
く

や

山

卓

也

昭
和
二
九
年
九
月
二
日
生

略
　
歴

東
京
都
生
ま
れ
。
練
馬
区
立
大
泉
南
小
学
校
、
大
泉

第
二
中
学
校
、
都
立
富
士
高
等
学
校
を
経
て
、
東
京

大
学
法
学
部
を
卒
業
。

昭
和
五
七
年　

四
月　

判
事
補
任
官　

以
後
、
東
京
地
裁
、
函
館
地
家
裁
、

公
害
等
調
整
委
員
会
事
務
局
に
勤
務
。

平
成　

四
年　

四
月　

判
事
任
官　

以
後
、
福
岡
高
裁
那
覇
支
部
、
東
京
地

裁
、
東
京
高
裁
の
判
事
と
し
て
勤
務
す
る
と
と
も

に
、
法
務
省
民
事
局
参
事
官
、
大
臣
官
房
参
事
官
、

大
臣
官
房
審
議
官
、
司
法
法
制
部
長
を
務
め
る
。 

　
　

二
三
年　

一
月　

東
京
地
裁
判
事
部
総
括

　
　

二
四
年　

九
月　

法
務
省
民
事
局
長

　
　

二
七
年
一
〇
月　

東
京
高
裁
判
事
部
総
括

　
　

二
八
年　

二
月　

さ
い
た
ま
地
裁
所
長

　
　

二
九
年　

三
月　

東
京
高
裁
長
官

　
　

三
〇
年　

一
月　

最
高
裁
判
所
判
事

最
高
裁
判
所
に
お
い
て
関
与
し
た
主
要
な
裁
判

一　

平
成
三
〇
年
一
二
月
一
九
日　

大
法
廷
判
決

平
成
二
九
年
一
〇
月
二
二
日
施
行
の
衆
議
院
議
員
総
選
挙
に
つ
い
て
、

小
選
挙
区
選
出
議
員
の
選
挙
区
割
り
は
、
憲
法
の
投
票
価
値
の
平
等
の
要

求
に
反
す
る
状
態
に
あ
っ
た
と
は
い
え
ず
、
公
職
選
挙
法
の
規
定
が
憲
法

に
違
反
す
る
も
の
と
い
う
こ
と
は
で
き
な
い
（
多
数
意
見
）
。

二　

令
和
二
年
三
月
三
〇
日　

第
一
小
法
廷
判
決

タ
ク
シ
ー
労
働
者
の
歩
合
給
の
計
算
に
当
た
り
残
業
手
当
に
相
当
す
る

額
を
控
除
し
、
そ
の
上
で
残
業
手
当
が
支
払
わ
れ
て
も
、
残
業
手
当
の
額

が
そ
の
ま
ま
歩
合
給
の
減
額
に
つ
な
が
り
、
歩
合
給
の
額
が
〇
円
と
な
る

こ
と
も
あ
る
な
ど
の
判
決
で
示
す
事
情
の
下
で
は
、
労
働
基
準
法
三
七
条

の
割
増
賃
金
が
支
払
わ
れ
た
と
は
い
え
な
い
（
全
員
一
致
、
裁
判
長
）
。

三　

令
和
二
年
一
一
月
一
八
日　

大
法
廷
判
決

令
和
元
年
七
月
二
一
日
施
行
の
参
議
院
議
員
通
常
選
挙
に
つ
い
て
、
選

挙
区
選
出
議
員
の
議
員
定
数
配
分
規
定
は
、
憲
法
に
違
反
す
る
に
至
っ
て

い
た
と
い
う
こ
と
は
で
き
な
い
（
多
数
意
見
）
。

四　

令
和
三
年
二
月
二
四
日　

大
法
廷
判
決

市
長
が
孔
子
を
祀
っ
た
施
設
の
所
有
法
人
に
敷
地
の
使
用
料
全
額
を
免

除
し
た
行
為
は
、
判
決
で
示
す
事
情
の
下
で
は
、
市
が
特
定
の
宗
教
に
対

し
て
特
別
の
便
益
を
提
供
し
、
こ
れ
を
援
助
し
て
い
る
と
評
価
さ
れ
て
も

や
む
を
得
な
い
も
の
で
、
憲
法
二
〇
条
三
項
に
違
反
す
る
（
多
数
意
見
）
。

五　

令
和
三
年
五
月
一
七
日　

第
一
小
法
廷
判
決

労
働
大
臣
が
石
綿
含
有
建
材
に
つ
い
て
労
働
安
全
衛
生
法
に
基
づ
く
規

制
権
限
を
適
切
に
行
使
し
な
い
な
ど
の
判
決
で
示
す
事
情
の
下
で
は
、
国

は
、
屋
内
の
建
設
作
業
に
従
事
し
、
石
綿
粉
じ
ん
に
ば
く
露
し
て
石
綿
関

連
疾
患
に
罹
患
し
た
労
働
者
及
び
一
人
親
方
に
対
し
、
損
害
賠
償
責
任
を

負
う
。

石
綿
含
有
建
材
の
製
造
販
売
メ
ー
カ
ー
が
石
綿
粉
じ
ん
の
危
険
性
等
を

建
材
に
表
示
す
べ
き
義
務
を
怠
っ
た
な
ど
の
判
決
で
示
す
事
情
の
下
で

は
、
メ
ー
カ
ー
は
、
石
綿
粉
じ
ん
に
ば
く
露
し
て
石
綿
関
連
疾
患
に
罹
患

し
た
大
工
ら
に
対
し
、
民
法
七
一
九
条
一
項
後
段
の
類
推
適
用
に
よ
り
損

害
賠
償
責
任
を
負
う
（
全
員
一
致
、
裁
判
長
）
。

六　

令
和
三
年
六
月
二
三
日　

大
法
廷
決
定

夫
婦
が
夫
又
は
妻
の
氏
の
い
ず
れ
か
を
称
す
る
と
規
定
す
る
民
法
七
五

〇
条
及
び
こ
れ
を
受
け
て
婚
姻
後
に
夫
婦
が
称
す
る
氏
を
婚
姻
届
の
必
要

的
記
載
事
項
と
し
て
い
る
戸
籍
法
七
四
条
一
号
は
、
憲
法
二
四
条
に
違
反

し
な
い
（
多
数
意
見
、
補
足
意
見
付
加
）
。

裁
判
官
と
し
て
の
心
構
え

最
終
審
か
つ
法
律
審
で
あ
る
最
高
裁
判
所
に
係
属
す
る
事
件
は
、
憲
法
や

法
律
の
解
釈
を
巡
り
見
解
の
対
立
す
る
も
の
ば
か
り
で
す
が
、
当
事
者
の
主

張
を
傾
聴
す
る
と
と
も
に
、
社
会
の
状
況
や
国
民
の
意
識
の
変
化
を
踏
ま
え

て
、
公
正
か
つ
妥
当
な
解
決
を
導
く
た
め
に
ど
の
よ
う
な
解
釈
に
よ
る
べ
き

か
を
探
求
す
る
姿
勢
で
事
件
に
取
り
組
ん
で
い
ま
す
。


